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平成 27年 11月９日 

各 位 

Ｓ Ｅ ホ ー ル デ ィ ン グ ス ・ ア ン ド ・ 
イ ン キ ュ ベ ー シ ョ ン ズ 株 式 会 社 
代 表 取 締 役 社 長 速 水 浩 二 
（ J A S D A Q ･ コ ー ド ９ ４ ７ ８ ） 
問 い 合 わ せ 先  
執行役員経営企画部部長  松 村 真 一 
  Ｔ Ｅ Ｌ  0 ３ - 5 3 6 2 - 3 7 0 0 

 

 

当社子会社（株式会社システム・テクノロジー・アイ）に対する公開買付けへの応募 

及び同社からの当社孫会社（株式会社 SE プラス）株式譲受に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、①当社の連結子会社である株式会社システム・テクノロジー・

アイ（以下「発行会社」といいます。）の株式について、株式会社ブイキューブ（以下「本公開買付者」

といいます。）が平成 27年 11月 10日から実施する予定の公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）

に対し、下記のとおり、当社が保有する発行会社株式の全て（718,800 株）を応募する旨の応募契約（以

下「本応募契約」といいます。）を締結すること、及び、②発行会社が保有する当社孫会社（株式会社 SE

プラス。以下「SEP」といいます。）の発行済株式全株（500株）を当社が譲受すること（以下「本株式譲

渡取引」といいます。）について発行会社との間で株式譲渡契約（以下「本株式譲渡契約」といいます。）

を締結することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

記 

１．本公開買付けへの応募について 

（１） 本公開買付けへの応募の理由 

 発行会社は、平成９年６月に設立された e ラーニング製品開発・販売分野の草分け的存在の企業であり

ます。当社とは、平成 12年９月に発行会社による第三者割当増資の引き受けを実施して以降、資本・業務

提携関係にあり、平成 19年７月に、発行会社を完全親会社、当社連結子会社である株式会社翔泳社プラス

（現株式会社 SE プラス。SEP）を完全子会社とする株式交換を実施した結果、発行会社は当社の連結子会

社となり、以降８年余りが経過し、今日に至っております。 

このような状況下、本公開買付者から発行会社の親会社である当社に対し、発行会社を公開買付けによ

り本公開買付者の連結子会社としたい旨の提案がありました。 

当該提案によれば、本公開買付者は、発行会社と資本業務提携して一体となることにより、本公開買付

者グループが有するビジュアルコミュニケーションツールの企画・販売等事業において互いの知見を共有

することで国内外において大きなシナジー効果を発揮出来、発行会社の企業価値・株主価値の向上に資す

ることが出来るとのことです。 



- 2 - 

 

当社としましては、本公開買付の条件等を総合的に判断し本公開買付けへの応募を決定し、本公開買付

者との間で本応募契約を締結いたしました。 

一方で、発行会社の特定子会社であり研修サービス事業や人材関連事業を行っている SEP については、

本公開買付者と一体となっても SEP の事業内容の性質を勘案するとシナジー効果が期待できないと本公開

買付者が判断していること、及び、SEP の展開する事業における当社連結子会社株式会社翔泳社との業務

連携などを勘案、引き続き当社連結子会社としておくことが SEP 及び当社グループ全体の企業価値・株主

価値向上により資するとの判断から、発行者との間で本日付で本株式譲渡契約を締結し、発行会社が保有

する SEP の発行済株式全株（500 株）を譲り受けることといたしました。従いまして、本公開買付けが成

立した場合、発行会社のみが親会社の異動により当社連結対象外となる予定です。 

本応募契約において、当社及び本公開買付者は、以下の①又は②に該当するときは、当社は本公開買付

けに対する応募を行わないことができ、既に応募している場合には応募を撤回することが出来る旨、合意

しております。 

① 第三者による発行会社株式に対する公開買付けの開始公告があった場合（但し、当該公開買付けに

おける発行会社株式についての買付価額が、本公開買付けの買付価額を超える金額である場合に限

る。）において、本公開買付けに応募することが当社の取締役の善管注意義務に違反するおそれが

あるとき。 

② 本公開買付者は、本日当社と発行会社間で締結され公表される SEP の発行済全株式の発行会社か 

ら当社への譲渡について異議がないことを確認し、本公開買付者についてこれに対する重大な違反が

存するとき。 

また、本応募契約において、当社は本公開買付け成立を停止条件として、本日現在当社が発行会社に対

して有する短期借入債務 150 百万円を本公開買付け決済開始日後、速やかに（但し、遅くとも当社が応

募対象株式に係る代金の支払いを受けた日の翌営業日までに）返済日までに発生した利息とともに一括

払いにて返済するものと規定しております。 

 

（２） 発行会社の概要 

（１） 名称 株式会社システム・テクノロジー・アイ(証券コード：2345 東証第

二部) 

（２） 所在地 東京都中央区築地一丁目 13番 14号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 松岡 秀紀 

（４） 事業内容 eラーニング学習ソフトウェア・学習管理システム開発・販売 

Oracle・IBM認定研修 

ペーパーレス会議/研修システム開発・販売 

（５） 資本金 347百万円 

（６） 設立年月日 平成９年６月 12日 

（７） 大株主及び持株比率 

（平成 27 年９月末現

在） 

SE ホールディングス・アンド・インキュベーシ

ョンズ株式会社 

53.48% 

松岡 秀紀 10.92% 
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 松岡 優子 3.38% 

株式会社ブイ・シー・エヌ 1.34% 

日本証券金融株式会社 1.05% 

株式会社システム・テクノロジー・アイ 1.05% 

株式会社 SBI証券 0.99% 

楽天証券株式会社 0.83% 

廣田 大介 0.74% 

荒引 博明 0.74% 
 

（８） 当該会社との関係 資本関係 当社は平成 27年９月 30日現在、当該会社

の議決権の 54.05％を保有しております。

（持株比率は 53.48％） 

人的関係 当社取締役が当該会社の非常勤取締役を

兼任しております。 

取引関係 当社は当該会社より資金の借入を行って

おります。 
 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態（単体） 

決算期 平成 25年３月期 平成 26年３月期 平成 27年３月期 

純資産 706百万円 728百万円 663百万円 

総資産 819百万円 877百万円 814百万円 

１株当たり純資産 525.65円 542.88円 493.66円 

売上高 582百万円 647百万円 542百万円 

営業利益 △5百万円 26百万円 △52百万円 

経常利益 △8百万円 23百万円 △56百万円 

親会社株主に帰属する当期純利

益 

△17百万円 22百万円 △56百万円 

１株当たり当期純利益 △12.79円 17.05円 △42.30円 

１株当たり配当金 ―円 ７円 ５円 

 

（３） 本公開買付者の概要 

（１） 名称 株式会社ブイキューブ（証券コード：3681 東証第一部） 

（２） 所在地 東京都目黒区上目黒二丁目１番１号 中目黒 GTタワー20F 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 CEO 間下 直晃 

（４） 事業内容 ビジュアルコミュニケーションツールの企画・開発・販売・運用・

保守、企業などへのビジュアルコミュニケーションサービスの提供 

（５） 資本金 19億 8百万円 

（６） 設立年月日 平成 12年２月 18日 
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（７） 純資産 44億 81百万円（平成 27年６月末現在、連結ベース） 

（８） 総資産 67億 98百万円（平成 27年６月末現在、連結ベース） 

（９） 大株主及び持株比率 

（平成 27 年６月末現

在） 

間下 直晃 24.02% 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信

託口） 

5.14% 

トミーコンサルティングインク 3.62% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口） 

3.49% 

BNY FOR GCM CLIENT ACCOUNTS(E)ILM（常任代理

人 株式会社三菱東京 UFJ銀行） 

3.08% 

MSIP CLIENT SECURITIES（常任代理人 モルガ

ン・スタンレーMUFG証券株式会社） 

2.06% 

エムスリー株式会社 1.93% 

株式会社 SBI証券 1.88% 

高田 雅也 1.59% 

GLOBIS FUND Ⅲ, L.P.（常任代理人 大和証券株

式会社） 

1.51% 

 

(10) 当該会社との関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該

当状況 

該当事項はありません。 

 

 

（４） 応募株式数、金額及び発行済株式総数に対する割合 

（１） 応募前の所有株式数 718,800株 

（議決権の数：7,188個） 

（発行済株式総数に対する割合：53.5％） 

（２） 応募予定株式数 718,800株 

（議決権の数：7,188個） 

（発行済株式総数に対する割合：53.5％） 

（譲渡価額：534,787千円（１株当り 744円） 

（３） 応募後の所有株式数 ０株 

（議決権の数：０個） 

（発行済株式総数に対する割合：０％） 

（注１）譲渡価額は、当社が本公開買付けに応募を予定している株式数（応募予定株式数）に本公開買

付けの買付価格を乗じた額を記載しております。 

（注２）応募後の所有株式数は、本公開買付けが成立し、当社が応募する予定の株式全部が買い付けら

れた場合の株式数です。 
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（５） 公開買付けの日程 

（１） 応募契約の締結 平成 27年 11月９日 

（２） 買付期間 平成 27年 11月 10日から平成 27年 12月８日 

（３） 結果公表日 平成 27年 12月９日 

（４） 決済の開始日 平成 27年 12月 15日 

 

（６） 今後の見通し 

  本公開買付けが成立した場合、発行会社は当社の連結子会社に該当しないことになります。本公開買

付けへの応募による当社の平成 28年３月期連結業績に与える影響は、本公開買付け成立時に判明します

ので改めてお知らせしますが、当社の応募株式数 718,800株の全部の買付けが行われた場合、平成 28年

３月期の当社個別決算において、関係会社株式売却益 403百万円を計上する見込みです。 

 

２．本株式譲渡取引について 

（１）譲受理由 

  発行会社から同社が保有する SEP の発行済株式全株（500 株）を譲受することとしました理由につき

ましては、本プレスリリース「１．本公開買付けへの応募について（１）本公開買付けへの応募の理由」

をご参照ください。 

 

（２） 異動の方法 

  発行会社が保有する SEP 発行済株式全株（500 株）を全て譲受いたします。 

 

（３） SEP の概要 

（１） 名称 株式会社 SE プラス 

（２） 所在地 東京都中央区築地１－１３－１４ 

NBF 東銀座スクエア２F 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 村田 斉 

（４） 事業内容 ソフトウェア開発事業、特定労働者派遣業、IT 人材教育事業、有料

職業紹介事業 

（５） 資本金 17 百万円 

（６） 設立年月日 平成 13 年 11 月 1 日 

（７） 大株主及び持分比率 発行会社 100％ 

（８） 上場会社と当該会社と

の関係 

資本関係 当社が当該会社の議決権 54.05％を間接所有して

おります。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社が当該会社の IT インフラ管理業務を受託し



- 6 - 

 

ております。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態（単体） 

決算期 平成 25 年 3 月期 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 

純資産 112 百万円 126 百万円 141 百万円 

総資産 157 百万円 182 百万円 199 百万円 

１株当たり純資産 225,965 円 84 銭 253,341 円 10 銭 282,446 円 35 銭 

売上高 341 百万円 439 百万円 426 百万円 

営業利益 13 百万円 19 百万円 20 百万円 

経常利益 12 百万円 19 百万円 20 百万円 

親会社株主に帰属する

当期純利益 

8 百万円 13 百万円 14 百万円 

１株当たり当期純利益 16,760 円 59 銭 27,375 円 27 銭 29,105 円 25 銭 

１株当たり配当金 ― ― ― 

 

（４） 譲受株式数、譲受価額及び譲受前後の所有株式の状況 

（１）譲受前の所有株式数 0 株（議決権所有割合 54.05％（間接）） 

（２）譲受価額 500 株 202,500,000 円（１株当たり 405,000 円 ） 

（３）譲受後の所有株式数 500 株 議決権所有割合 100％ 

（４）譲受価額の算定根拠 本日付発行会社プレスリリース「特定子会社の異動を伴う株式譲渡及び特別

利益の計上に関するお知らせ」によると、発行会社は当社及び発行会社から

独立した第三者算定機関である株式会社プルータス・コンサルティング（以

下「プルータス」といいます。）に対して、SEPの株式価値の算定を依頼し、

平成 27年 11月４付でプルータスから SEPの株式価値に関する株式価値算定

書を取得したとのことです。プルータスは複数の株式価値算定手法の中から

SEP株式の株式価値算定にあたり採用すべき算定方法を検討の上、SEP株式

の１株当たりの株式価値の範囲を算出したとのことです。上記譲受価額はそ

の範囲内で当社及び発行会社間で合意した価額であります。なお、算定根拠

の詳細につきましては、当該プレスリリースをご参照ください。 
 

（５）取引の日程 

平成 27 年 11 月 9 日  取締役会決議 

平成 27 年 11 月 9 日  株式譲渡契約書締結 

平成 27 年 11 月 10 日  株式譲受 

 

（６）当社業績への影響 

 本株式譲渡取引が平成 28年３月期の当社連結業績に与える影響は軽微であります。 

以上 

  

（添付資料）株式会社システム・テクノロジー・アイ 平成 27年 11月９日付プレスリリース 

     「特定子会社の異動を伴う株式譲渡及び特別利益の計上に関するお知らせ」 



 
 

 
 
 
 

平成27年11月9日 

 
各  位 

株式会社システム・テクノロジー・アイ 

代表取締役社長 松 岡 秀 紀 

（証券コード：2345）東証第二部 

東京都中央区築地一丁目13番14号 

（お問い合わせ先）常務執行役員管理本部長 内山 富士子 

電話 ０３－５１４８－０４００ 

 

 

特定子会社の異動を伴う株式譲渡及び特別利益の計上に関するお知らせ 

 
当社は、平成27年11月９日開催の取締役会において、当社の特定子会社である株式会社SEプラス（以下「SE

プラスという。）の全株式をSEホールディングス・アンド・インキュベーションズ株式会社（以下「SE H&I」と

いう。）に譲渡することに関し、同社との間で株式譲渡契約（以下「本契約」という。）を締結することを決議いた

しましたので、お知らせいたします。また、本件により特別利益を計上する予定ですので、併せて下記のとおりお

知らせいたします。 
記 

１． 譲渡の理由 

 SE プラスは、旧株式会社翔泳社（現SE H&I）の一事業部門として創業し、平成 13 年 11 月に同社子会社と

して設立され、現在、医療業界に特化した人材紹介事業、IT技術者向け研修事業（独習ゼミ等）並びに IT 技術者

派遣事業を営んでおります。一方、当社は同じく IT を中心とした資格取得のための学習ソフトウェア「iStudy シ

リーズ」の製造・販売及び日本オラクル株式会社、日本アイ・ビー・エム株式会社の認定研修事業を営んでおり、

IT技術者の育成に注力しております。平成19年７月に、両社が保有する経営資源を活用し、ITエンジニアのビジ

ネス追及と成長モデル実現に向けて大きなシナジー効果が期待できることを目的として、当社を株式交換完全親会

社、SEプラスを株式交換完全子会社とする株式交換をSE H&Iとの間で実施した結果、当社はSE H&Iの連結

子会社となり、SEプラスと共にSE H&Iグループの教育・人材事業を担ってまいりました。 
 当該株式交換後、約8年が経過しておりますが、その間、当社を取り巻く経営環境が一層厳しさを増したことも

あり、当初期待されていたSE プラスはじめSE H&Iグループ各社との事業連携によるシナジー効果が必ずしも

発揮できずに今日まで至っており、平成27年8月末現在の当社株式の時価総額が10億円未満となっております。

今後、業績の回復と企業価値の向上を図り、引き続き東京証券取引所での上場を維持していくためには、当社事業

とのシナジー効果が期待できる他社との資本提携・事業提携の構築が有力な選択肢と考えておりましたところ、株

式会社ブイキューブ（以下「ブイキューブ」という。）と資本提携を含んだ業務提携を検討することになりました（ブ

イキューブが当社株式及び当社第6回新株予約権に対して行う公開買付けについては、本日付の当社プレスリリー

ス「株式会社ブイキューブによる当社普通株式等に対する公開買付けに関する意見表明及び株式会社ブイキューブ

との資本業務提携基本合意書締結について」をご参照ください。）。かかるブイキューブとの資本を含めた業務提携

を検討する過程において、ブイキューブ、親会社である SE H&I、当社代表取締役社長松岡秀紀及び当社取締役

副社長松岡優子と協議してまいりました結果、SE プラスについては当社の事業との間でも必ずしも期待された相

乗効果が得られていなかったことに加え、ブイキューブの事業とSE プラスの事業との間でのシナジー効果が見込

めないこと、SE プラスが SE H&I 及び、そのグループ会社である株式会社翔泳社等との事業上の結びつきが強

かったことから、当社がSE H&Iグループから離脱する際には当社単体で離脱し、SEプラスは引き続きSE H&I
グループの一員とすることが今後の両社の企業価値向上に最も資するとの結論となりました。その結果を受けて、

本契約の締結の運びとなった次第であります。ブイキューブが当社株式及び当社第6回新株予約権に対して行う公

 

1 

 



   
開買付けへの当社の意見表明については、本日付の当社プレスリリース「株式会社ブイキューブによる当社普通株

式等に対する公開買付けに関する意見表明及び株式会社ブイキューブとの資本業務提携基本合意書締結について」

をご参照ください。 
 
２． 異動の方法 

 当社は、SE H&Iに当社が保有するSEプラス株式を全て譲渡いたします。 
 
３． 異動する子会社の概要 

（１） 名称 株式会社SEプラス 
（２） 所在地 東京都中央区築地１－１３－１４ 

NBF東銀座スクエア２F 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 村田 斉 
（４） 事業内容 ソフトウェア開発事業、特定労働者派遣業、IT人材教育事業、有料職

業紹介事業 
（５） 資本金 17百万円 
（６） 設立年月日 平成13年11月1日 
（７） 大株主及び持分比率 当社 100％ 
（８） 上場会社と当該会社と

の関係 
資本関係 当社が当該会社の議決権 100％を保有しておりま

す。 
人的関係 当社役員２名が当該会社の役員を兼任しておりま

す。 
取引関係 当社のeラーニング製品を販売しております。 

また、当該会社から ITインフラ業務を受託してお

ります。 
（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 
決算期 平成25年3月期 平成26年3月期 平成27年3月期 
純資産 112百万円 126百万円 141百万円 
総資産 157百万円 182百万円 199百万円 
１株当たり純資産 225,965円84銭 253,341円10銭 282,446円35銭 
売上高 341百万円 439百万円 426百万円 
営業利益 13百万円 19百万円 20百万円 
経常利益 12百万円 19百万円 20百万円 
当期純利益 8百万円 13百万円 14百万円 
１株当たり当期純利益 16,760円59銭 27,375円27銭 29,105円25銭 
１株当たり配当金 ― ― ― 
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４． 株式譲渡先の概要 

（１） 名称 SEホールディングス・アンド・インキュベーションズ株式会社 
（２） 所在地 東京都新宿区舟町５ 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 速水 浩二 
（４） 事業内容 純粋持株会社 
（５） 資本金 1,534百万円 
（６） 設立年月日 昭和60年12月19日 
（７） 大株主及び持分比率 

（平成 27 年 9 月末現

在） 

速水 浩二 10.64％ 
株式会社りそな銀行 3.15％ 
株式会社SBI証券 3.14％ 
篠崎 晃一 2.89％ 
佐々木 幹夫 2.50％ 
河口 隆俊 2.28％ 
日本証券金融株式会社 1.67％ 
SE ホールディングス・アンド・インキュベー

ションズ株式会社 
1.36％ 

近藤 誠聡 1.02％ 
石幸 成和 1.02％ 

 

（８） 上場会社と当該会社と

の関係 
資本関係 同社は、当社株式 718,800 株に係る議決権 7,188

個（議決権所有割合約54％）を所有しております。 
人的関係 同社の取締役副社長である篠崎晃一氏は、当社の

取締役を兼任しております。 
取引関係 同社は、当社より金額150百万円の短期借入を行

っております。 
 
５． 譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

（１）譲渡前の所有株式数 500株 所有割合100％ 
（議決権の数 500個） 
（議決権所有割合 100％） 

（２）譲渡株式数、譲渡価格 500株 株式会社SEプラスの株式     202,500,000円 
（議決権の数 500個） 
（議決権の所有割合 100％） 

（３）譲渡後の所有株式数 0株  所有割合  0％ 
（４）譲渡価額の算定根拠 当社は、株式譲渡価格の決定に際し、価格決定における公正性を担保するため、独立した

第三者算定機関である株式会社プルータス・コンサルティング（以下「プルータス」とい

います。）に対して、SEプラスの株式価値の算定を依頼し、平成27年11月4日付でプ

ルータスからSEプラスの株式価値に関する株式価値算定書を取得いたしました。プルー

タスは、DCF法及び類似会社比較法を用いて、SEプラス株式の株式価値の算定を行いま

した。ただしマーケット・アプローチを従たる評価アプローチと位置付けていることから

類似会社比較法による評価結果は参考情報として示しており、採用すべき算定方法を検討

の上、DCF法を採用し算定したSEプラス株式の１株当たりの株式価値の範囲は337,748
円～482,497円であり、上記譲受価額はその範囲内で当社及びSE H&Iで合意した価額

であります。 
※ アドバイザリー費用等（概算額）として、８百万円支払っております。 
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６． 株式譲渡の日程 

平成27年11月９日  取締役会決議 
平成27年11月９日  株式譲渡契約書締結 
平成27年11月10日  株式譲渡 

 
７． 今後の見通し 

当該株式譲渡に伴い、平成28年3月期決算において、関係会社株式売却益として現段階で特別利益168百万

円を計上する見込みです。特別利益計上に伴う業績予想に与える影響の詳細は、本日開示の「業績予想の修正に

関するお知らせ」をご覧ください。 
 
８． 支配株主との取引等に関する事項 

 SE H&Iは当社の親会社であり、本取引は、支配株主との取引等に該当します。 
 当社は、当社の事業活動や重要な経営判断については、親会社から独立して決定しております。当社と親会社が

行う取引につきましても、社会通念上の一般の取引条件と同様の考え方で取引を行うことを基本方針としており、

取引内容及び条件の妥当性につきましても、他の会社と取引を行う場合と同様に、取引条件や市場価格等を十分に

勘案し、決定しております 
 本取引の公正性・妥当性を担保するための措置及び支配株主との利益相反を回避するための具体的な措置として、

株式譲渡価格の算定に際し、価格決定における公正性を担保するため、当社は当社及び親会社から独立した第三者

機関である株式会社プルータス・コンサルティングに算定を依頼し、平成27年11月４日付で、株式価値算定書を

取得しております。当社は、上記の株式価値算定書に加え、同日付にて、株式会社プルータス・コンサルティング

から一定の前提条件のもとに、合意された価格が当社の少数株主にとって財務的見地から不利益でない旨の意見書

（いわゆる「フェアネス・オピニオン」）を取得しています。当社は、かかる意見書を踏まえ、合意された譲渡価格

が少数株主にとって財務的見地から妥当であると判断しています。 
 また、当社は、SE H&I及び当社から独立した法律事務所である片岡総合法律事務所より、本取引に関する意思

決定過程、意思決定方法等に関する法的助言を受けております。 
 なお、本取引に関して、取締役篠崎晃一は、SE H&Iの取締役副社長を兼務していることを鑑み、利益相反の疑

義を回避する観点から、本取引に関する議案の審議及び決議には一切参加しておらず、かつ、当社の立場において

SE H&Iとの協議・交渉にも一切参加しておりません。また、当該取締役会に出席した、本取引に関して利害関係

を有しない監査役は、いずれも、本取引に関する議案の承認について異議がない旨の意見を述べております。 
  
 従って、本株式譲渡は、親会社から独立して決定されたものであり、当社の少数株主の利益に反する取引には該

当しないものと判断しております。 
                                      以上 
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